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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

１

※「２　事業を構成する細事業の内容」の「施策推進の基本方針」の略称については次のとおりです。
　　学び…学びの県づくり　　　産業…産業の生産性が高い県づくり　　快適…人をひきつける快適な県づくり　　　いのち…いのちを守り育む県づくり
　　居場所・出番…誰にでも居場所と出番がある県づくり　　自治…自治の力みなぎる県づくり

合計 8.00 2,102 1,740 0

産業 農業共済団体等指導費 農業協同組合等の検査 8.00 2,102 1,740

30年度
基本方針 （人） （当初） （要求） （予算案）

No
政策推進の

細事業名 30年度　実施内容（予定）
職員数 29年度

予算要求からの主な変更点

0

成果指標
設定理由

　成果目標として定量的な数値設定はふさわしくないため未設定

指摘事項等への対応 　指 摘 事 項 　対　　応

 概算人件費 （Ｃ） 66,208 66,208 63,312 0

 概算事業費（B（A）+C） 66,208 66,208 65,052

8

 決　　算　　額（B） 1,743

概　算
人　件

費

 職員数（人） 8 8

　その他 0 0 0 0

　県　債Aの
財源

　一般財源 1,743 2,102 1,740

　国庫支出金

合計（A) 1,743 2,102 1,740 0

当初予算 1,743 2,102 1,740 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 28年度末

29年度末
（見込）

30年度
予
算
額

前年度繰越

補正予算

目指す姿

　農業協同組合等の業務及び会計の状況について、検査により的確に把握するとともに必要な指導を実施し、もって組合の正常な事業運営
を促進し、農業の健全な発達に資する。

（主な実施内容：公認会計士による検査強化）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 28年度 29年度 30要求 30予算案 指標及びその達成状況

現状
(予算編成時)

　農業協同組合法等の規定に基づき、県において農協等の業務又は会計が法令等に基づき執行され、
事業の健全な運営の確保が図られているかについて、合法性、合目的性及び合理性の観点から検査や
指導を行う。日銀のゼロ金利政策の継続による信用事業の収益の悪化や農協改革など、農協を取り巻く
社会経済環境が厳しい状況の中で、検査機能の充実が求められており、監査および会計の専門家であ
る公認会計士を活用し深度ある検査を行うことにより、組合の健全な運営の一層の確保を図る。

30年度要求額 1,740 千円

職員数 8.00 人

nosei@pref.nagano.lg.jp
総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン）

政策推進の
基本方針

産業の生産性が高い県づくり

事　業　名 農業共済団体等指導費
部局 農政部 課・室 農業政策課

実施期間 S44 E-mail

事業番号 09 01 04 事業改善シート （30年度実施事業分） ■当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

監査
決算特別委員会
県⺠協働による事業改善

※計画策定中のため変更があります
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表

09 01 04

28年度 29年度

農業共済団体等指導費 農業協同組合等の検査
直
接

農業協同組合等の業務及び会計の状況について、公認
会計士を活用し、深度ある検査を実施する。

1,743 2,102 1,740 090105

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

1,743 2,102 1,740 0 0 0合　　　　計

主な点検
区分結果

1

30年度 県民協働事業改善
備　考
(H29事業
番号)当初

(千円)
当初
(千円)

要求
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

実施
年度

農業政策課
■当初要求　　□当初予算案

□補正予算案　□点検

細事業
No

細事業名 項目

実
施
方
法

30年度　実施内容（予定） 30年度　実施内容（実績）
30年度
実施
状況

事業番号
事　業　名 農業共済団体等指導費 部局 農政部 課・室


